




































































































 2-2 新潟県内の現状把握 
新潟県地域政策課（2017） ば、新潟県内の地域おこし協力隊員は140名、制度導入自治体は









table2-1 3 book  
 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月
上越市     2件 4件 6件 7件 4件 7件 2件 6件
十日町市 6件 6件 6件 8件 4件 2件 2件 2件 2件 1件  2件
















table2-2　名詞・サ変名詞抽出数（３市合同）fig.2-1 3市1年分のネットワーク図 table2-2 名 数（3市合同） 















 名詞 サ変名詞 1 集落 25 活動 152 地区 16 作業 123 イベント 15 仕事 104 野菜 15 一緒 95 地域 13 収穫 96 皆さん 12 デザイン 87 大学 12 移住 88 方  々 9 開催 89 野菜 8 協力 7




fig.2-1 3市1年分のネットワーク図 table2-2 名詞・サ変名詞抽出数（3市合同） 
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fig.2-3 共起ネットワーク図（十日町市） table2-4 名詞・サ変名詞抽出数（十日町市） 
 名詞 サ変名詞 1 地区 65 協力 622 地域 48 活動 403 集落 44 開催 144 方  々 14 参加 145 ツア  ー 13 報告 136 野菜 12 交流 127 自分 11 収穫 118 子供 10 移住 109 イベント 9 関係 9








fig.2-4 共起ネットワーク図（十日町市） table2-5 名詞・サ変名詞抽出数（十日町市） 
 名詞 サ変名詞 1 地域 60 開催 28
2 胎内 36 活動 28
3 インターン 33 参加 184 集落 29 体験 16
5 美術館 20 報告 12
6 皆さん 19 移住 107 皆様 16 お願い 9
8 魅力 15 レポート 9
9 ご覧 14 解決 9








fig.2-3 共起ネットワーク図（十日町市） table2-4 名詞・ （十日町市） 
 名詞 サ変名詞 1 地区 65 協力 622 地域 48 活動 403 集落 44 開催 144 方  々 14 参加 145 ツア  ー 13 報告 136 野菜 12 交流 127 自分 11 収穫 118 子供 10 移住 109 イベント 9 関係 9








fig.2-4 共起ネットワーク図（十日町市） table2-5 名詞・サ変名詞抽出数（十日町市） 
 名詞 サ変名詞 1 地域 60 開催 28
2 胎内 36 活動 28
3 インターン 33 参加 184 集落 29 体験 16
5 美術館 20 報告 12
6 皆さん 19 移住 107 皆様 16 お願い 9
8 魅力 15 レポート 9
9 ご覧 14 解決 9













































































   fig.3-1 定住に向けた活動－裁量度分布図 
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 このうち、Q11活動満足度(r =.671，p <.01)、Q12支援満足度(r =.508，p <.01)およびQ13住民









































 Q3 定住の認識 Q11 活動満足度 Q12 支援満足度 Q13 住民関係満足度 Q14_5 定住意向 M SD Q3 ― .601 ** .508  .503 ** .537 ** 3.75 1.335Q11  ―  .764 ** .650 ** .325 * 3.58 1.338Q12    ― .619 ** .110  3.38 1.390Q13   ―  .327 * 4.33 1.047Q14_5     ―  4.03 1.441









みられる。さらに、Q12 支援満足度と Q13 住民関係満足度においても比較的強い正の有意な相関














いない（R = 0.44，R 2 = 0.19，補正R 2＝0.12）。 
また、table3-3から回帰関係は有意傾向にあるが（F（3，36）=2.83，p <.05）、table3-4から3
table3-1　隊員の満足度に関する尺度間 P r on 相関係数，平均値，標準偏差
－ 31 －
table3-1 隊員の満足度に関する尺度間のPearsonの相関係数，平均値，標準偏差 
 Q3 定住の認識 Q11 活動満足度 Q12 支援満足度 Q13 住民関係満足度 Q14_5 定住意向 M SD Q3 ― .601 ** .508  .503 ** .537 ** 3.75 1.335Q11  ―  .764 ** .650 ** .325 * 3.58 1.338Q12    ― .619 ** .110  3.38 1.390Q13   ―  .327 * 4.33 1.047Q14_5     ―  4.03 1.441









みられる。さらに、Q12 支援満足度と Q13 住民関係満足度においても比較的強い正の有意な相関





































変数とも回帰係数の有意性はみられない（Q11:p >.05.，Q12:p >.05.，Q13:p >.05.）。 
よって、仮説1は立証されるとはいいがたい。 
 table3-2 回帰統計量  table3-3 分散分析表 
重相関 R 0.43661    自由度 変動 分散 観測された分散比 有意 F 重決定 R2 0.190628  回帰 3 15.43612 5.145374 2.826314 0.052247補正 R2 0.123181  残差 36 65.53888 1.820524   標準誤差 1.349268  合計 39 80.975       観測数 40     
目的変数：Q14_15定住意向 table3-4 回帰母数の検定と推定   係数 標準誤差 t  P-値 切片 2.070292 0.918334 2.2544 0.030351Q11活動満足度 0.497501 0.267115 1.862501 0.070709Q12支援満足度 -0.42436 0.248496 -1.70772 0.0963Q13住民関係満足度 0.371875 0.280373 1.326357 0.193075目的変数：Q14_15定住意向 




















変数が目的変数に影響を与える、寄与率（R 2= 0.605）、自由度調整済寄与率（補正R 2= 0.572）は


























 table3-5 モデル集計 
R R2 調整済み R2 推定値の標準誤差  .778c 0.605 0.572 0.943目的変数 ：Q14_5定住意向  予測値: (定数)、Q14_3地域帰属意識, Q3定住の認識, Q12支援満足度 
 
table3-6 分散分析   平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率 回帰 48.960 3 16.320 18.351 .000残差 32.015 36 0.889     合計 80.975 39       目的変数 ：Q14_5定住意向  予測値: (定数)、Q14_3地域帰属意識, Q3定住の認識, Q12支援満足度 












































































Q14-5 もし可能であれば自分の残りのキャリアをこの地域で過ごしたい（Q14_5定住意向） ※回答は6段階尺度。数値が大きいほどポジティブ 















Cronbach のα 標準化された項目に基づいた Cronbach のα 項目の数 0.679 0.679 3 
 table3-9 項目合計統計量 
  項目が削除された場合の尺度の平均値 
項目が削除された場合の尺度の分散 
修正済み項目合計相関  
重相関の 2 乗   
項目が削除された 場 合 の Cronbach のα 
























予定あり 予定なし 未定 4 14 22 
N =40 
万人が理解し納得し実行でき しいと考えるが、マネジメントのセオリーにした
がえば、まずは任期満了後の定 ている 22 トとして定住に結びつけ
る戦略が最も近道であろう。 
（指導教員・補筆：藪下） 
 むすび 
兼田（第2章）は、地域おこし協力隊制度の成り立ちと制度化が求められる背景を概観した。こ
れを踏まえ、新潟県内の制度導入自治体 3市の状況をFacebookの投稿からうかがうために、テキ
ストマイニングを用いて地域ごとの活動の特徴を俯瞰した。3 地域に共通して農業に関連する語が
出現するものの、各地域独自の活動の様子をうかがい知る助けになった。ついで、Webアンケート
table3-10　Ｑ の予定単純集計
－ 35 －
むすび
　兼田（第２章）は、地域おこし協力隊制度の成り立ちと制度化が求められる背景を概観した。こ
れを踏まえ、新潟県内の制度導入自治体３市の状況をFacebookの投稿からうかがうために、テキ
ストマイニングを用いて地域ごとの活動の特徴を俯瞰した。３地域に共通して農業に関連する語が
出現するものの、各地域独自の活動の様子をうかがい知る助けになった。ついで、Webアンケー
トの自由回答から、隊員と自治体間に円滑なコミュニケーションが求められている可能性を示唆し
た。
　また、受け入れる自治体が制度をいかに活用し、何を求めいかなる結果を望むのかという目的を
明確にして、ＰＤＣＡサイクルを実践することが大切であるとの含意を得た。
　髙橋（第３章）は、Webアンケートより得たデータから統計的手法を活用した現状分析と施策
立案に資する回帰式の導出を試みた。
　分析の切り口として、隊員の活動の裁量度と隊員自身が感じる定住促進に向けた活動の度合いか
らマトリクスを作成した。前者を、ミッション型－ミッションフリー型、後者を定住に向けた活動
の認識度ととらえて分布の特徴を整理した結果、隊員自身は任地での活動は定住促進に向けた動き
であると認識している傾向にあり、かつ、ミッションフリー型だと感じているとの結果を得た。２
軸ともに、中心に隣接した位置に群を成している。
　つづけて、定住促進に向けた活動だとの認識度（定住促進認識度）と隊員自身の活動の満足度（活
動満足度）、自治体の支援に対する満足度（支援体制満足度）、地域住民との関係の満足度（地域住
民満足度）の相関が有意である点に着目し、定住促進認識度を目的変数として活動満足度と支援体
制満足度および地域住民満足度を説明変数とする多変量回帰モデルを作成して解析した結果、当該
モデルは有意を示さなかった。
　さらに、より施策の立案に資するモデル式を構築するため、新たな変数を求めた結果、定住促進
の意向を目的変数として、定住促進認識度と地域帰属意識および支援体制満足度を説明変数とする
回帰モデルを得た。
　議論の基礎となるモデル式を導き、仮説を提起することが本論考の限界である。
　小さな成功が、地域という小さな経済を動かし、やがては新潟県の地域おこし協力隊の施策が定
住促進ひいては地方創生の先行モデルとなるよう願いたい。（藪下）
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　新潟県地域政策課主事・武田南様には、本共同研究の開始時の資料提供、ヒヤリングに協力いた
だき、多大なるご支援とご協力を賜りました。また、新潟経営大学観光経営学部講師・落合純先生
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あとがき
　本論文では、実証分析を必要としため統計学的手法を用いました。筆頭執筆者の本来の専門分野
とは異なり、解析手法の選択、表記の作法や使用ソフトの混在など、違和感ありのご指摘の頂戴を
承知で論文発表に至りました。ありうべき誤謬は筆頭執筆者の責に帰すものです。
　髙橋祐実さんと兼田有梨さんは、学生共同研究者として本研究に参加しました。その成果が、本
論文発表です。両名とも学びの途にある学徒です。よって、卓越なるリサーチ能力と執筆能力を有
するものではありません。ゆえに、論文の巧拙に対するご指摘は、筆頭執筆者の指導不足に起因す
るものです。
　兼田さんは、研究初期から地道なデータ収集につとめ、まさに粒々辛苦して本成果の発表にいた
りました。決して楽しいとは言い難い議論をとおし、文献を咀嚼してクリティカルに解釈し、自ら
の見解をまとめています。今後も、本来の努力を惜しまぬ姿勢とユニークな着想が生み出す独創的
な研究成果が期待される学生です。
　髙橋さんは、ゼミ活動をはじめ他研究室との共同作業や行事スタッフとしての激務の合間を縫っ
て本共同研究に参加しました。とりわけ、本研究の基幹をなす実証研究に貢献しました。その道程
は平坦とはいえず、艱難辛苦を乗り越えた末の成果が本論文です。持ち前の気丈で真摯な姿勢は、
多くの人々から好感を持たれます。これからの社会に求められる人材として、大きく羽ばたかれん
ことを祈念します。（筆頭執筆者記）
注
１）地域おこし協力隊推進要綱http://www.soumu.go.jp/main_content/000476473.pdf（2017年10月31日アクセス）
２）テキストマイニングには、「KH Coder」を用いた。KH Coderは，立命館大学産業社会学部の樋口耕一先生が
開発し，処理内容をすべて公開するフリー・ソフトウェアである。2001年に公開され，2013年９月現在で500
点を数える論文および学会発表の実績がある。（樋口［2014］，まえがき）
３）形態素解析システム「茶筌（IPADIC）」は，フリー・ソフトウェアとして奈良先端科学技術大学院大学・松
本研究室から公開されている言語処理のためのシステムである。浅原・松本［2003］を参照。
４）個人の回答の特定を回避するため、筆者が一部を加筆・修正した。
５）両質問の独立性は有意でない点に留意が必要である
　　（χ2（20）＝27.920，p＞.05）。
６）ステップワイズ法は統計的に有意な変数（デフォルトＦ値の有意確率が0.05未満）のみを独立変数として回帰
式に１つずつ投入し複数の回帰式を作成する。それぞれの回帰式からＦ値を算出し有意確率が0.05未満のモデ
ルをピックアップし、モデルが複数ある場合は有意確率がもっとも小さいモデルを［モデル１］として採択
する。つづいて、［モデル２］は［モデル１］にさらに残りの変数を１つずつ追加したときのＦ値を検証し［モ
デル１］と同基準でモデルを決定する。すでに回帰式に含まれている独立変数であってもＦ値の有意確率が
大きくなれば除外する。統計的に入力や除去の対象となる変数がなくなれば終了となる。田部井（2011，
pp97-98）に詳しい。
７）以下、数値比較に用いる表のタイトルを解析ソフトウェアの出力に準じて、Table3-2では「回帰統計量」、
Table3-5では「モデル集計」と表記した。前者はExcel、後者はSPSSからアウトプットされる用語を用いた。
８）FIVの判断指標は、文献および判断対象において異なるが、本論文では小塩（2012，p173）に依拠してFIV＜
10であれば多重共線性の問題は発生していないものとする。
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